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決算取締役会開催日 平成 18 年 5月 18 日 
 
米国会計基準採用の有無  無                                           
 
１． 18 年 3月期の連結業績（平成 17年 4月 1日～平成 18年 3月 31 日） 
(1)連結経営成績                                               単位未満の金額は切捨て表示しております。 
 売 上 高     営業利益 経常利益 
 百万円     ％ 百万円       ％ 百万円        ％ 

18 年 3月期 
17 年 3月期 

54,203    △11.7 
61,378      15.5 

1,492    △18.5 
1,831    △13.7 

 

1,749     △ 9.0 
1,923     △15.7 

 

 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益        

株主資本当 
期純利益率 

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

 百万円     ％  円 銭  円 銭 ％  ％  ％  
18 年 3月期 
17 年 3月期 

871  △24.8 
1,159    13.6 

 

41.05  
54.81  
 

－   
－   

4.0   
5.6   

3.8   
4.2   

3.2   
3.1   

(注)  ①持分法投資損益      18 年 3月期 2,22,222－百万円    17 年 3月期 2,22,222－百万円 
(注)  ②期中平均株式数(連結)  18 年 3月期 20,807,831 株     17 年 3月期  20,809,643 株  
(注)  ③会計処理の方法の変更   無 
(注)  ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
(2)連結財政状態 
 総 資 産      株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
 百万円        百万円       ％        円 銭     

18 年 3月期 
17 年 3月期 

47,252     
45,969     

22,591     
21,163     

47.8      
46.0      

1,084.91    
1,016.12    

(注) 期末発行済株式数(連結)  18 年 3月期 20,807,090 株     17 年 3月期 20,808,591 株 
 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 
 

百万円       百万円      百万円       百万円       

18 年 3月期 
17 年 3月期 

△2,751      
3,387      

△204     
△312     

 △344      
△489      

7,736      
 11,037      

 
(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
連結子会社数   ３社  持分法適用非連結子会社数  ０社  持分法適用関連会社数  ０社 
 
(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
連結 (新規)   ０社 (除外)   ０社    持分法 (新規)   ０社 (除外)   ０社 
 
２．19年 3月期の連結業績予想（平成 18年 4月 1日～平成 19年 3月 31 日） 
 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

 百万円           百万円           百万円           
中 間 期 
通    期 

22,700 
57,200 

  145 
1,820 

  70 
  940 

(参考)１株当たり予想当期純利益（通期）   45 円 17 銭 
 

※上記の予想は現時点で入手可能な情報に基づき算出したものであり、実際の業績は今後さまざまな要因によって異

なる結果となる可能性があります。上記の予想に関連する事項については、添付資料の４頁「経営成績及び財政状態 

１.経営成績 (2)次期の見通し」をご参照ください。 



（添 付 資 料） 

（１）企 業 集 団 の 状 況  
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当社の企業集団は、当社及び子会社７社で構成され、空調設備技術を核とした設備工事の設計・施工を

主な内容としており、さらに冷熱（空調）機器の販売、各事業に関連する研究及びサービス等の事業活動

を展開しております。 

当社グループの事業に係わる位置づけは、次のとおりであります。 

空調設備工事事業 

  当社が大型空調設備工事を中心として設計・施工するほか、子会社５社【東京ダイヤエアコン㈱、菱

和エアコン㈱、菱和冷熱㈱、菱和冷暖房㈱、㈱アール・デザインワークス】においては、下記の冷熱（空

調）機器を使用した小型空調設備工事の設計・施工を担当しております。また、当社の施工工程の一部

については、子会社５社【東京ダイヤエアコン㈱、菱和エアコン㈱、菱和冷熱㈱、菱和冷暖房㈱、㈱ア

ール・デザインワークス】に外注施工させております。 

さらに、当社において、上記子会社５社の受注工事について施工を受託することがあります。 

冷熱機器販売事業 

  当社が三菱重工業㈱の代理店として一括で仕入れた冷熱（空調）機器類を、上記子会社５社に売渡し、

各社はこれを主要機器として使用した小型空調設備工事の設計・施工を行っております。また、当機器

類の一部は当社においても直接販売を行っております。 

電気設備工事事業 

  子会社松浦電機システム㈱は、電気設備工事の設計・施工を行っております。 

その他の事業 

    子会社㈱ダイヤランドは、損害保険代理業を行っております。 

 

  事業の系統図は、次のとおりであります。 

 

得         意         先 

 

 

 

当         社 

空 調 設 備 工 事 事 業 
冷 熱 機 器 
販 売 事 業 

 

 

      

 

 

 

 

 

（注）※は連結子会社であります。 

子会社 

※東京ダイヤエアコン㈱  ※菱和エアコン㈱ 

菱和冷熱㈱  菱和冷暖房㈱  ㈱アール・デザインワークス 
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電気設備工事事業 



 

（２）経 営 方 針         
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１．経営の基本方針 

当社グループは、創業以来、「産業施設の建設を担い国民生活の向上に貢献する」、「あらゆる

技術を駆使して有効な都市空間を創造する」、「人間性豊かな理想の社会を築き永遠の繁栄を図

る」という経営理念を一貫して追求し、環境制御技術を駆使してどのような社会的要請に対し

ても柔軟・適切に対応し、信頼にこたえることを使命に事業活動を行っております。 

 

２．利益配分に関する基本方針 

利益配分につきましては、長期的な視点に立って、財務体質の充実、経営基盤の強化のため、

内部留保に意を用いつつ、期間収益・配当性向・株式利回りを勘案して利益還元を図るととも

に、安定した配当の維持を基本方針としております。内部留保資金につきましては、新技術の

開発、情報化の推進及び設備投資等に活用し、企業競争力の強化と企業価値の増大のため使用

する方針としております。 

 

３．中長期的な経営戦略 

当社は、平成 18 年度を初年度とする中期事業計画（平成 18 年４月から平成 21年３月まで）

を策定いたしました。 

当社グループを取り巻く経済環境は、価格競争の激化や政府建設投資の減少による建設市場

の縮小が続き、一段と厳しさを増すことが予想されております。当社は、こうした情勢の中に

おいて、収益力増強を図るべく、今後も設備投資の増加が見込まれる民間産業設備分野および

リニューアル工事を中心に事業を展開し、このたび策定した中期事業計画に基づき、経営の方

向付けとそれに伴う経営資源の重点分野への傾斜配分で経営基盤を強化し、総力を挙げて事業

活動に取り組んでまいります。 

 

Ⅰ．基本方針 

①省エネ・環境保全など社会からの要求や、客先ニーズに即応できる営業力を強化する 

②客先のニーズを確実にサポートする技術力を強化し、コアビジネスでの収益力の高い企業

グループを構築する 

③少子高齢化を考慮し再雇用を含む人事制度と更なる社員教育の充実を図り、社員の働き甲

斐と能力活用の向上を図る 

④新技術の開発および、新規事業の推進に挑戦する体質を強化する 

⑤当社所有の遊休不動産の有効活用を推進する 
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Ⅱ．数値目標：本計画最終年度（平成 20 年度） 

従来事業分野目標 

 単体 連結 グループ全体 

総受注高 ６００億円 ６４２億円 ６５９億円 

総売上高 ６００億円 ６４２億円 ６５９億円 

経常利益 ２５億円 ２７億円 ２８億円 

人員 ７２０名 ８１５名 ８７０名 

一人当たり売上高 ８,３００万円   

一人当たり経常利益 ３５０万円   

    新規事業分野目標 

総受注高 ５億円 

総売上高 ５億円 

経常利益 １,０００万円 

人員 ２０名 

一人当たり経常利益 ５０万円 

 

 

４．会社の対処すべき課題 

今後の経営環境につきましては、公共投資の減少による企業間競争が激化し、受注環境は依

然として厳しい状況で推移するものと思われます。 

当社グループといたしましては、厳しい競争のなかでも受注を確保できる営業力を身につけ

るとともに、不採算工事受注の排除やコスト削減等により、従来のように拡大が見込まれない

建設市場においても利益を生み出せる企業体質を作り上げることが課題であると考えておりま

す。また、太陽光など新エネルギーの利用や ESCO形態での省エネ改修など新規分野においても

競争力を高め、業績の確保に努めてまいります。さらに、当社が長年にわたり培ってきた経験

をもとに研究開発した省エネルギー技術を駆使して、社会的関心が高まる環境保全に積極的に

貢献していくなど、企業の社会的責任（ＣＳＲ）を重視した企業経営を実践していく所存であ

ります。 

 

５．親会社に関する事項 

  該当事項はありません。 



 

（３）経営成績及び財政状態 
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１．経営成績 

 （1）当期の概況 

当期におけるわが国経済は、規制緩和が徐々に浸透し、企業における収益の改善により設

備投資意欲が拡大しております。また、雇用環境の改善を通じて個人消費の増加へと波及し

株式市況の活況と相俟って、景気は緩やかではありますが安定した回復基調となってまいり

ました。一方、建設業界におきましては、デジタル家電関連企業を中心に民間の建設投資は

増加傾向にありましたが、公共建設投資の減少傾向には歯止めがかからず、受注環境は引き

続き厳しい状況が続きました。 

このような状況のなか、当社は平成15年度よりスタートした「中期３ヵ年計画」の最終年

度として、その方針をもとに「リニューアル分野への重点営業展開による受注の確保」や「

生産性の向上による経費の削減、工事利益率の改善」などを推し進めてまいりました。しか

しながら、受注高につきましては、産業設備工事受注の増加により前期に比べ増加いたしま

したが、売上高につきましては、受注競争の激化による市場価格の下落が依然として続き、

前期に比べ減少となりました。また、利益につきましても利益率の改善はみられましたもの

の売上高の減少により、営業利益、経常利益、当期純利益ともに前期に比べ減少となりまし

た。 

連結業績は次のとおりであります。 

                 受 注 高             55,726 百万円（前期比   0.7％増） 

                 売 上 高             54,203 百万円（前期比  11.7％減） 

                 営 業 利 益              1,492 百万円（前期比  18.5％減） 

                 経 常 利 益              1,749 百万円（前期比   9.0％減） 

                 当 期 純 利 益         871 百万円（前期比  24.8％減） 

 

 （2）次期の見通し 

今後のわが国経済は、企業収益回復に起因した設備投資と個人消費の拡大により、安定的

な回復基調が持続すると予想されますが、原油価格や世界政治経済の動向などに不透明感が

あり、合せて定率減税の縮小、消費税の引き上げや年金保険料の引き上げなど個人消費の拡

大を妨げる要因もあるなど、予断を許さない状況と思われます。建設業界におきましては、

産業設備分野を中心とした民間建設投資や老朽化を迎えた建築物の維持補修・再生（コンバ

ージョン）投資が増加傾向にあるものの、公共建設投資が依然として減少傾向にあるため総

建設投資の減少基調は変わらず、厳しい受注環境が続くものと予想されます。 

このような状況のなか当社といたしましては、従来から得意とする産業設備工事やリニュ

ーアル工事にさらに重点を置き事業を展開するとともに、新中期事業計画として掲げた目標

の達成に向けて、全社をあげて企業体質の改善・強化、収益の向上に取り組んでまいります。 
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平成 19 年３月期（平成 18 年度）の連結業績見込は、次のとおりであります。 

                 受 注 高             57,800 百万円（前期比   3.7％増） 

                 売 上 高             57,200 百万円（前期比   5.5％増） 

                 営 業 利 益              1,700 百万円（前期比  13.9％増） 

                 経 常 利 益              1,820 百万円（前期比   4.0％増） 

                 当 期 純 利 益                940 百万円（前期比   7.8％増） 

 

２．財政状態 

当期末における連結ベ－スの現金及び現金同等物の期末残高は、前期末に比べ 3,300 百万

円減少し 7,736 百万円となりました。 

営業活動によるキャッシュ・フロ－は、2,751百万円の資金の減少(前期は 3,387 百万円の

増加)となりました。これは主に税金等調整前当期純利益を 1,730 百万円計上したものの、売

上債権が 2,311 百万円、未成工事支出金等が 1,068 百万円増加したことにより資金が減少し

たことによるものです。 

投資活動によるキャッシュ・フロ－は、204 百万円の資金の減少(前期は 312 百万円の減少)

となりました。これは主に取引先との営業関係強化を目的とした投資有価証券の取得に 439

百万円を使用したことによるものです。 

財務活動によるキャッシュ・フロ－は、344 百万円の資金の減少(前期は 489 百万円の減少)

となりました。これは主に財務体質を強固にするために長期借入金の返済をしたことおよび

配当金の支払いによるものです。なお、長期借入金の返済には 301 百万円を使用し、配当金

の支払いには 291 百万円を使用しました。 

なお、当社グループのキャッシュ･フロー指標群のトレンドは下記のとおりであります。 

 
平成 16 年３月期 平成 17 年３月期 平成 18 年３月期 

株主資本比率 44.8％ 46.0％ 47.8％ 

時価ベースの 
株主資本比率 

28.7％ 33.4％ 39.9％ 

債務償還年数 0.3 年 0.1 年         － 

インタレスト･ 
カバレッジ･レシオ 

74.7 倍 168.7 倍         － 

(注)１．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

          株主資本比率：株主資本／総資産 

          時価ベースの株主資本比率：株式時価総額／総資産 

          債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ･フロー 

          インタレスト･カバレッジ･レシオ：営業キャッシュ･フロー／利払い 

    ２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数により算出しております。 

    ３．営業キャッシュ･フローは連結キャッシュ･フロー計算書の営業活動によるキャッ

シュ･フローを使用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されてい

る負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としております。また、利払

いについては、連結キャッシュ･フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 
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３．事業等のリスク 

 （1）建設市場の動向 

当社グループは、売上高のほとんどを完成工事高が占めております。完成工事高は官公庁

の公共投資予算や民間企業の設備投資動向により増減する可能性があり、国や地方公共団体

においてより一層の公共工事の削減が行われた場合や、国内外の景気動向の影響で民間企業

の設備投資計画の縮小等が行われた場合には、完成工事高が減少し、当社グループの業績に

影響を及ぼす可能性があります。 

 

 （2）原材料の価格高騰による資材の価格変動について 

当社グループは、工事の着工から竣工までに期間を要するため、見込工事原価を作成して

から実際に資材等を購入するまでの間に、原材料の急激な価格高騰により資材の価格が上昇

し、当初予想した利益を確保できなくなる恐れがあります。 

 

 （3）保有有価証券について 

当社グループは、金融機関及び重要な取引先の株式を保有しております。これらの株式に

は価格変動性が高い公開会社の株式と、時価のない非公開会社の株式が含まれ、株式市場の

価格変動リスクおよび投資先の業績不振による評価損計上リスクを負っております。 

 

 （4）施工中に発生する工事災害について 

当社グループは、産業設備工事に力を入れると同時にリニューアル工事の受注にも積極的

に取り組んでおります。リニューアル工事は稼動中の工場等で行う場合もあり、施工中に事

故が発生すると工場の操業を止めてしまう恐れがあります。当社グループは、当然こうした

不測の事態に備えて保険に加入しておりますが、工場の規模や使用されている機器によって

は多額の損害賠償金が発生し、その結果保険会社に支払う保険料が大幅に上昇して、経営成

績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

 （5）建設業従事者の高年齢化について 

建設業においては、今後少子・高齢化が進むなかで、高齢者の割合はますます高くなっていくも

のと予想されています。このような就業者の年齢構成のアンバランスは、長期的には熟練労働者の

不足などの悪影響を及ぼすものと考えられます。当社グループにおきましても今後高齢化した技術

者が退職を迎えると人員が不足して技術力の低下を招き、当社グループの業績に影響を及ぼ

す可能性があります。当社グループといたしましても、技術者の早期育成を課題として、教

育・ローテーション等早急に対応してまいります。 

 

（6）法令遵守について 

建設業界において、先般大規模な官製談合事件が発覚いたしました。当社グループといた

しましては、当然のこととして普段から法令遵守については細心の注意を払い、そのような

事態が起こらないように万全を期しておりますが、それにもかかわらず重大な法令違反に巻

き込まれた場合には、業績に影響を及ぼす可能性があります。 



（４）－Ⅰ  連 結 貸 借 対 照 表

 (単位　百万円)

区　　　　分

( 資 産 の 部 ) ％ ％

8,381 11,774 △ 3,393

3,724 2,655 1,068

355 278 77

538 350 188

△ 15 △ 71 55

35,394 74.9 35,135 76.4 258

2,720 2,701 18

1,888 1,913 △ 24

△ 2,766 △ 2,665 △ 101

3,376 3,506 △ 129

291 295 △ 3

6,955 5,320 1,635

664 756 △ 92

109 496 △ 387

950 950 0

△ 489 △ 492 2

8,189 7,031 1,157

11,858 25.1 10,834 23.6 1,024

2,261

建 物 ･ 構 築 物

固 定 資 産

繰 延 税 金 資 産

繰 延 税 金 資 産

1,534 1,556 △ 22
機 械 ・ 運 搬 具 ・
工 具 器 具 備 品

金 額 金 額

1,282100.0100.0

(平成17年３月31日)(平成18年３月31日)

構成比

比 較 増 減

金 額

47,252 45,969

固 定 資 産 合 計

そ の 他

貸 倒 引 当 金

有 形 固 定 資 産

流 動 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産 計

投資その他の資産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

資 産 合 計

流 動 資 産

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 計

現 金 預 金

受 取 手 形 ・
完 成 工 事未 収入 金等

土 地

未 成 工 事 支 出 金 等

投 資 有 価 証 券

保 険 積 立 金

前 連 結 会 計 年 度

20,147

構成比

当 連 結 会 計 年 度

22,409
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 (単位　百万円)

区　　　　分

( 負　債 の 部 ) ％ ％

19,644 19,988 △ 344

119 241 △ 122

431 506 △ 75

390 318 71

1,287 1,157 129

462 461 0

44 64 △ 19

95 － 95

272 415 △ 142

22,747 48.1 23,154 50.4 △ 406

190 119 70

367 632 △ 265

387 338 48

411 － 411

467 476 △ 9

89 84 4

1,913 4.1 1,651 3.6 261

24,661 52.2 24,806 54.0 △ 145

( 少数株主持分 )

－ － － － －

( 資本の部 )

2,746 5.8 2,746 6.0 －

2,498 5.3 2,498 5.4 －

14,833 31.4 14,260 31.0 573

394 0.8 410 0.9 △ 16

その他有価証券評価差額金 2,118 4.5 1,249 2.7 869

△ 0 △ 0.0 △ 2 △ 0.0 1

22,591 47.8 21,163 46.0 1,428

(平成17年３月31日)

未 払 費 用

支払手形･工事未払金等

金 額構成比

比 較 増 減
当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度

(平成18年３月31日)

構成比

退 職 給 付 引 当 金

そ の 他

流 動 負 債 合 計

固 定 負 債

長 期 借 入 金

1,282100.0

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

土地再評価差額金

45,969100.0
負 債 ､ 少 数 株 主 持 分

役 員 退 職慰 労引 当金

そ の 他

再評価に係る繰延税金負債

繰 延 税 金 負 債

47,252

固 定 負 債 合 計

自 己 株 式

資 本 合 計

及 び 資 本 合 計

少 数 株 主 持 分

負 債 合 計

金 額

工 事 損 失 引 当 金

未 成 工 事 受 入 金

賞 与 引 当 金

完 成 工 事補 償引 当金

未 払 法 人 税 等

流 動 負 債

金 額

1年以内返済長期借入金
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（４）－Ⅱ  連 結 損 益 計 算 書

 (単位　百万円) 

比　較　増　減

52,617 59,663 △ 7,046
1,586 1,714 △ 128
54,203 61,378 △ 7,174

45,933 52,616 △ 6,683
1,139 1,339 △ 200
47,072 53,956 △ 6,883

6,684 7,046 △ 362
446 374 71
7,130 7,421 △ 290
5,638 5,590 47
1,492 1,831 △ 338

0 1 △ 0
69 54 15
8 4 4
19 17 2
135 30 104
－ 5 △ 5
45 33 12
279 145 133

16 20 △ 3
5 32 △ 27
21 53 △ 31
1,749 1,923 △ 174

－ 6 △ 6
22 112 △ 89
22 118 △ 96

－ 31 △ 31
6 116 △ 109
25 － 25
－ 27 △ 27
7 4 2
3 2 0
42 182 △ 139
1,730 1,860 △ 130
741 720 20
116 △ 19 136
871 1,159 △ 287

減 損 損 失

会 員 権 等 評 価 損

1.6

9.1
3.0

1.1
△0.0
1.9

0.2

0.1

0.2

2.8

そ の 他

3.0
法人税､住民税及び事業税

0.1
3.2
1.4

0.3

0.5

当 連 結 会 計 年 度

金 額
％

100.0

前 連 結 会 計 年 度

( )自平成16年４月１日
至平成17年３月31日

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

金 額 百分比

3.1

％

0.1
3.2

0.1 0.2

10.4

特 別 利 益
経 常 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益
固 定 資 産 売 却 益

当 期 純 利 益
法 人 税 等 調 整 額

( )自平成17年４月１日
至平成18年３月31日

営 業 利 益

特 別 損 失 計
税金等調整前当期純利益

金 額百分比

営 業 外 収 益

特 別 損 失
特 別 利 益 計

支 払 利 息
営 業 外 費 用

受 取 利 息
受 取 配 当 金
投 資 有 価 証 券 売 却 益
受 取 賃 貸 料

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

投 資 有 価 証 券 評 価 損

受 取 保 険 金
連 結 調 整 勘 定 償 却 額
そ の 他
営 業 外 収 益 計

そ の 他

固 定 資 産 除 却 売 却 損

営 業 外 費 用 計

売 上 高

売 上 原 価
売 上 高 計

売 上 原 価 計

完 成 工 事 高
冷 熱 機 器 売 上 高

完 成 工 事 原 価
冷 熱 機 器 売 上 原 価

区　　　　分

100.0

86.8

12.1

87.9

完 成 工 事 総 利 益
冷熱機器売上総利益

13.2

売 上 総 利 益

売 上 総 利 益 計
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（４）－Ⅲ  連 結 剰 余 金 計 算 書

 (単位　百万円)

15 －

15

－

区　　　　分 金          額 金          額

3132自 己 株 式 消 却 額

2,498

2,498 2,498

（利益剰余金の部）

自 平成16年４月１日

至 平成17年３月31日

自 平成17年４月１日

至 平成18年３月31日
( )

当 連 結 会 計 年 度

資 本 剰 余 金 期 首 残 高 2,498

（資本剰余金の部）

前 連 結 会 計 年 度

( )

265

14,260 13,365

871 1,159

886

14,833 14,260

資 本 剰 余 金 期 末 残 高

利 益 剰 余 金 期 末 残 高

利 益 剰 余 金 減 少 高

株 主 配 当 金

当 期 純 利 益

利 益 剰 余 金 増 加 高

利 益 剰 余 金 期 首 残 高

土地再評価差額金取崩額 1,159

取 締 役 賞 与 金 19

291 249
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（４）－Ⅳ  連結キャッシュ・フロー計算書

（単位  百万円）
当連結会計年度 前連結会計年度
自平成17年４月１日 自平成16年４月１日
至平成18年３月31日 至平成17年３月31日
金       額 金       額

1,730 1,860
270 289
25 －
3 △ 5

△ 58 37
95 －

△ 265 △ 15
48 1
△ 70 △ 55
16 20
△ 31 △ 116
6 116
－ 27

△ 2,311 △ 116
△ 1,068 2,176
△ 344 1,011
129 △ 1,089
△ 311 395
△ 2,135 4,537
70 55
△ 15 △ 20
△ 670 △ 1,184
△ 2,751 3,387

△ 121 △ 80
△ 74 △ 49
△ 439 △ 256
259 170
－ △ 82
△ 3 △ 7
6 4
92 △ 72
75 62

△ 204 △ 312

250 100
△ 301 △ 339
△ 1 △ 0
△ 291 △ 249
△ 344 △ 489
△ 3,300 2,585
11,037 8,451
7,736 11,037

小      計

営業活動によるキャッシュ・フロー
法 人 税 等 の 支 払 額

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額

投 資 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入
投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出

利 息 の 支 払 額

投資活動によるキャッシュ・フロー

無 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出

  投資活動によるキャッシュ・フロー
有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出

  財務活動によるキャッシュ・フロー

自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出

連 結 子 会 社 株 式 の 取 得 に よ る 支 出
貸 付 に よ る 支 出
貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入

定 期 預 金 の 純 増 加 額
そ の 他

財務活動によるキャッシュ・フロー
  現金及び現金同等物の増加・減少（△）額

長 期 借 入 れ に よ る 収 入
長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出

配 当 金 の 支 払 額

  現金及び現金同等物期末残高
  現金及び現金同等物期首残高

)

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益

(

貸 倒 引 当 金 の 増 加 ･ 減 少 （△ ）額

(

連 結 調 整 勘 定 償 却 額

)

減 価 償 却 費

  営業活動によるキャッシュ・フロー
区            分

工 事 損 失 引 当 金 の 増 加 額

減 損 損 失

投 資 有 価 証 券 売 却 益

退 職 給 付 引 当 金 の 減 少 額

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金
支 払 利 息

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 の 増 加 額

そ の 他

固 定 資 産 除 却 売 却 損
投 資 有 価 証 券 評 価 損
売 上 債 権 の 増 加 額

未 成 工 事 受 入 金 の 増 加 ・ 減 少 (△) 額
仕 入 債 務 の 増 加 ・ 減 少 (△) 額
未成工事支出金等の増加（△）・減少額
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［連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項］ 

 

１．連結の範囲に関する事項 

連 結 子 会 社 数         ３ 社 （ 東京ダイヤエアコン          ㈱、菱 和 エ ア コ ン          ㈱、 

松浦電機システム          ㈱ ） 

非連結子会社数         ４ 社    （ 菱 和 冷 熱          ㈱                  他３社 ） 

非連結子会社４社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益(持分に見

合う額)及び利益剰余金(持分に見合う額)等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしてお

りません。 

２．持分法の適用に関する事項 

非連結子会社４社は、それぞれ当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全

体としても重要性がないため、持分法の適用から除外しております。 

なお、関連会社はありません。 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の事業年度は、連結会計年度と同一であります。 

４．会計処理基準に関する事項 

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

（イ）有価証券 

        その他有価証券 

           時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定) 

時価のないもの 移動平均法による原価法 

（ロ）たな卸資産 

          未成工事支出金等        主として個別法による原価法 

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

  （イ）有形固定資産 

定率法。ただし、平成 10年４月 1日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)については定額

法。 

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっており

ます。 

 （ロ）無形固定資産(自社利用のソフトウェア) 

社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法。 

（３）重要な引当金の計上基準 

（イ）貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

  （ロ）賞与引当金 

従業員に対する翌連結会計年度の賞与支給に備えるため、支給予定額のうち支給対象期間に基

づく当連結会計年度対応分を計上しております。 

（ハ）完成工事補償引当金 

完成工事に係るかし担保、アフターサービス等の費用支出に備えるため、過去の支出割合に基

づく必要額を計上しております。 
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 （ニ）工事損失引当金 

    受注工事に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末手持工事のうち損失の発生が見込

まれ、かつ、その金額を合理的に見積もることができる工事について、損失見込額を計上して

おります。 

  （ホ）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき計上しております。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10 年)による定額

法により費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10 年）による定額法によりそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしており

ます。 

（ヘ）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えて、内規に基づく期末要支給額を計上しております。 

（４）重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

（５）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

（イ）長期請負工事の収益計上処理 

長期大型工事(工期１年以上かつ請負金額５億円以上)については工事進行基準を、その他の工

事については工事完成基準を適用しております。なお、工事進行基準による完成工事高は 924

百万円であります。 

  （ロ）消費税等の会計処理 

消費税等に相当する額の会計処理は、税抜方式によっております。 

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価は、部分時価評価法によっております。 

６．連結調整勘定の償却に関する事項 

連結調整勘定の償却については、対象となる連結子会社ごとに５～10 年間の均等償却を行ってお

ります。 

７．利益処分項目等の取扱いに関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会計年度に確定した利益処分に基づき作成しております。 

８．連結キャッシュ･フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少

なリスクしか負わない取得日から３か月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 

９. 会計処理の変更 

   当連結会計年度より「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定

に関する意見書」（企業会計審議会 平成 14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準委員会 平成 15 年 10月 31 日 企業会計基準適用指針第６号）を適用

しております。これにより税金等調整前当期純利益が 25 百万円減少しております。 

   なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務諸表規則に基づき該当する資産の金額から

直接控除しております。 
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［連結貸借対照表関係］ 

 (当連結会計年度) (前連結会計年度) 

１．投資有価証券のうち非連結子会社株式             42 百万円 42 百万円 

２．担保に供している資産の内訳及びその対応する債務の内訳 

      担保資産の内訳 

            建物・構築物                          －             33 百万円 

            土          地                         － 705 

   対応する債務の内訳              －                － 

 このほか契約保証金等のために、下記の資産を差入れしております。 

         現金預金(定期預金)                  420  400 

３．発行済株式総数 

            普  通  株  式                      20,807 千株 20,813 千株 

４．連結会社が保有する自己株式の数 

            普  通  株  式                           0 千株   4 千株 

５．事業用土地の再評価 

当社は土地の再評価に関する法律（平成 10 年３月 31 日公布法律第34 号）に基づき、事業用の土地

の再評価を行い、再評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税

金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として資本の部に

計上しております。 

再評価の方法  土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月31日公布政令第

119 号）第２条４号に定める地価税の課税価格の計算の基礎とな

る土地の価額を算定するために国税庁長官が定めて公表した方法

により算定した価額に合理的な調整を行って算出しております。 

再評価を行った年月日    平成 14年３月 31 日 

再評価を行った土地の当連結会計年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額 

            △155 百万円 

 

［連結損益計算書関係］ 

 (当連結会計年度) (前連結会計年度) 

一般管理費に含まれる研究開発費 241 百万円 243 百万円 

 

［連結キャッシュ･フロー計算書関係］ 

 (当連結会計年度) (前連結会計年度) 

現金及び現金同等物の連結会計年度末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

      現金預金勘定                               8,381 百万円 11,774 百万円 

預入期間が３か月を超える定期預金         △ 644  △ 736 

現金及び現金同等物                          7,736  11,037 

 

 

 

 



（５）事業種類別受注高、売上高、手持工事高

１．受　　注　　高
(単位　百万円、％)

金   額 金   額 金   額
空 調 設 備 産 業 設 備 工 事 28,639 51.4 27,267 49.2 1,371 5.0

工 事 事 業 一般ビル設備工事 23,788 42.7 25,885 46.8 △ 2,096 △ 8.1

1,712 3.1 498 0.9 1,214 243.7

1,586 2.8 1,714 3.1 △ 128 △ 7.5

55,726 100.0 55,365 100.0 360 0.7

官 公 庁 7,650 14.6 9,010 17.0 △ 1,359 △ 15.1

民 間 44,777 85.4 44,142 83.0 634 1.4

計 52,428 100.0 53,153 100.0 △ 724 △ 1.4

２．売　　上　　高
(単位　百万円、％)

金   額 金   額 金   額
空 調 設 備 産 業 設 備 工 事 27,356 50.5 29,928 48.8 △ 2,572 △ 8.6

工 事 事 業 一般ビル設備工事 23,287 43.0 29,251 47.6 △ 5,963 △ 20.4

1,973 3.6 483 0.8 1,489 307.8

1,586 2.9 1,714 2.8 △ 128 △ 7.5

54,203 100.0 61,378 100.0 △ 7,147 △ 11.7

官 公 庁 8,738 17.3 13,312 22.5 △ 4,574 △ 34.4

民 間 41,905 82.7 45,866 77.5 △ 3,961 △ 8.6

計 50,643 100.0 59,179 100.0 △ 8,536 △ 14.4

３．手 持 工 事 高 　 　　
(単位　百万円、％)

金   額 金   額 金   額
空 調 設 備 産 業 設 備 工 事 7,815 35.6 6,532 32.0 1,283 19.6

工 事 事 業 一般ビル設備工事 13,920 63.5 13,418 65.7 501 3.7

204 0.9 465 2.3 △ 261 △ 56.2

－ － － － － －

21,940 100.0 20,417 100.0 1,523 7.5

官 公 庁 5,273 24.3 6,361 31.9 △ 1,087 △ 17.1

民 間 16,462 75.7 13,590 68.1 2,872 21.1

計 21,736 100.0 19,951 100.0 1,784 8.9

合　　　　　　　　計

空調設備
工事事業の
官民別内訳

構成比 構成比

電 気 設 備 工 事 事 業

比　率

冷 熱 機 器 販 売 事 業

至平成18年 ３月31日 至平成17年 ３月31日
(
自平成17年 ４月 1日

) (
自平成16年 ４月 1日

)
比 較 増 減

合　　　　　　　　計

空調設備
工事事業の
官民別内訳

当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度

構成比 構成比 比　率

冷 熱 機 器 販 売 事 業
電 気 設 備 工 事 事 業

至平成18年 ３月31日 至平成17年 ３月31日
(
自平成17年 ４月 1日

) (
自平成16年 ４月 1日

)
比 較 増 減

合　　　　　　　　計

空調設備
工事事業の
官民別内訳

当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度

構成比 構成比 比　率

冷 熱 機 器 販 売 事 業
電 気 設 備 工 事 事 業

比 較 増 減
至平成18年 ３月31日 至平成17年 ３月31日

当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度

(
自平成17年 ４月 1日

) (
自平成16年 ４月 1日

)
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（６）リ ー ス 取 引 関 係 

 

ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。         

 

 

（７） 税  効  果  会  計 

 

１． 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

                                               (当連結会計年度)       (前連結会計年度) 

繰延税金資産  

      貸倒引当金損金算入限度超過額                104 百万円         119 百万円 

      賞与引当金否認                       187                184 

工事損失引当金否認                      38                 － 

退職給付関係否認                            584        683 

役員退職慰労引当金否認                      157        136 

減損損失否認                         10               － 

      投資有価証券評価損否認                      149            152 

      会員権等評価損否認                           60         77 

      保険積立金評価損否認                        103        121 

      そ  の  他                               157                163 

        繰延税金資産  小 計                     1,552             1,641 

      評価性引当額                                △ 53           △ 11 

        繰延税金資産  合 計                        1,499             1,630 

    繰延税金負債 

      その他有価証券評価差額金                  △ 1,441           △ 846 

そ  の  他                            △ 4              △ 8 

        繰延税金負債  合 計                     △ 1,446            △ 854 

    繰延税金資産の純額                            53              775 

 

２． 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異の原因となった主な項目別 

の内訳 

    法定実効税率                            40.5 ％        40.4 ％ 

      （調整） 

交際費等永久に損金に算入されない項目          5.0  4.8 

受取配当金等永久に益金に算入されない項目   △ 1.0        △ 0.8 

住民税均等割等                    4.0          3.7 

評価性引当額の増減                           2.4  △ 8.8 

そ  の  他                                 △ 1.3                 △ 1.6 

    税効果会計適用後の法人税等の負担率             49.6                  37.7 
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（８）有 価 証 券 関 係 

 

  １．その他有価証券で時価のあるもの 

                                                                            （単位  百万円） 

当連結会計年度 
（平成 18 年３月 31日） 

前連結会計年度 
（平成 17 年３月 31日） 

種  類 
取得原価 

連結貸借対 
照表計上額 

差    額 取得原価 
連結貸借対 
照表計上額 

差    額 

連結貸借対照表計
上額が取得原価を
超えるもの 
    株   式 

 
 
 
   2,975 

 
 
 
   6,411 

 
 
 

   3,435 

 
 
 
   2,606 

 
 
 
   4,663 

 
 
 

   2,057 
    小   計 2,975  6,411  3,435  2,606  4,663  2,057  

連結貸借対照表計
上額が取得原価を
超えないもの 
    株   式 

 
 
 
－  

 
 
 
－  

 
 
 
－  

 
 
 
21  

 
 
 
20  

 
 
 
△ 1  

    小  計 －  －  －  21  20  △ 1  

    合  計 2,975  6,411  3,435  2,627  4,683  2,056  

 

当連結会計年度 
(自平成 17 年４月１日 至平成 18 年３月 31 日) 

前連結会計年度 
(自平成 16 年４月１日 至平成 17 年３月 31 日) 

(注)有価証券の時価評価額が取得原価と比べて
30％以上下落した場合に、回復可能性が認められ
る合理的な反証がないかぎり減損処理を行い、ま
た、時価のない有価証券についても過去２年間の
有価証券の実質価額が取得原価と比べて 30％以
上下落している場合に減損処理を行うことを社
内基準により規定しております。 

(注)その他有価証券で時価のある有価証券につ
いて 6 百万円、時価のない有価証券について 20
百万円の減損処理を行っております。 
なお、有価証券の時価評価額が取得原価と比べ
て 30％以上下落した場合に、回復可能性が認めら
れる合理的な反証がないかぎり減損処理を行い、
また、時価のない有価証券についても過去２年間
の有価証券の実質価額が取得原価と比べて 30％
以上下落している場合に減損処理を行うことを
社内基準により規定しております。 

 

  ２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

                                                                            （単位  百万円） 

 
 
( 

当連結会計年度 
自 平成 17 年４月 １日 
至 平成 18 年３月 31日 

 
) 
 
( 

前連結会計年度 
自 平成 16 年４月 １日 
至 平成 17 年３月 31日 

 
) 

売   却   額 259           170           
売却益の合計額 31           116           
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  ３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

      （単位  百万円） 

種    類 
当連結会計年度 
(平成 18年３月 31 日) 

前連結会計年度 
(平成 17年３月 31 日) 

その他有価証券                       
非上場株式 229           244           
  非上場外国債券 
    そ の 他 

－           
271           

200           
148           

合    計 501           593           

 

 

  ４．その他有価証券のうち満期のあるものの連結決算日後における償還予定額 

 

    当連結会計年度（平成 18 年３月 31日）                                   

     該当する資産は保有しておりません。 

 

    前連結会計年度（平成 17 年３月 31日）                    (単位  百万円) 

種   類 1 年以内 1 年超 5年以内 5 年超 10 年以内 10 年超 
債 券               － 200        －       － 
合      計       － 200        －       － 

   

 

 

（９）デリバティブ取引関係        

 

当連結会計年度(平成 17 年４月１日～平成 18年３月 31 日)及び 

前連結会計年度(平成 16 年４月 1日～平成 17年３月 31 日） 

デリバティブ取引を行っておりませんので、該当事項はありません。 
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（10）退 職 給 付 会 計 

 

１． 採用している退職給付制度の概要 

当社及び連結子会社は確定給付制度として、企業年金基金制度及び退職一時金制度を設けておりま

す。また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。なお、当社においては、

退職給付信託を設定しております。 

当連結会計年度末現在、当社及び連結子会社全体で、企業年金基金制度は１基金（テクノ菱和企業

年金基金）、退職一時金制度については３社が有しております。 

一部の連結子会社は、平成 17 年９月 22 日に適格退職年金制度から中小企業退職金共済制度へ移行

しております。 

 

２． 退職給付債務に関する事項 （当連結会計年度）  （前連結会計年度）                           

        退職給付債務 △ 7,343 百万円 △ 7,732 百万円 

  年金資産 8,561 6,069 

        未積立退職給付債務 1,217  △ 1,663 

    未認識数理計算上の差異 △ 714  1,030 

未認識過去勤務債務 △ 870  － 

        退職給付引当金 △ 367  △ 632 

      （注）連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

       

３． 退職給付費用に関する事項        （当連結会計年度） （前連結会計年度） 

勤務費用 241 百万円 308 百万円 

利息費用 165 186 

期待運用収益 △ 141  △ 165 

数理計算上の差異の費用処理額 202  208 

過去勤務債務の費用処理額 △ 79  － 

        そ の 他 3  1 

        退職給付費用 392  538 

      （注）１.簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、勤務費用に計上しております。 

２.その他には中小企業退職金共済制度への掛金支払額が含まれております。 

 

４． 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 （当連結会計年度） （前連結会計年度） 

      退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準 

      割  引  率  2.0 ％ 2.5 ％ 

      期待運用収益率  2.3 ％ 2.9 ％ 

過去勤務債務の額の処理年数          10 年             － 

数理計算上の差異の処理年数          10 年            10 年 

(翌連結会計年度から費用処理) 
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（11）セ グ メ ン ト 情 報 

 

１．事業種類別セグメント情報 

当連結会計年度(平成 17 年 4 月 1日～平成 18年 3月 31 日)及び 

前連結会計年度(平成 16 年 4 月 1日～平成 17年 3月 31 日） 

全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める建設事

業の割合がいずれも 90％を超えているため、連結財務諸表規則様式第一号(記載上の注意 13)に基

づき、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

 

２．所在地別セグメント情報 

当連結会計年度(平成 17 年 4 月 1日～平成 18年 3月 31 日)及び 

前連結会計年度(平成 16 年 4 月 1日～平成 17年 3月 31 日） 

在外連結子会社がないため、記載しておりません。 

 

３．海外売上高 

当連結会計年度(平成 17 年 4 月 1日～平成 18年 3月 31 日)及び 

前連結会計年度(平成 16 年 4 月 1日～平成 17年 3月 31 日） 

海外売上高が、連結売上高の 10％未満のため、連結財務諸表規則様式第三号(記載上の注意 5)に

基づき、海外売上高の記載を省略しております。 

 

 

（12）関 連 当 事 者 の 取 引 

 

当連結会計年度(平成 17 年 4 月 1日～平成 18年 3月 31 日)及び 

前連結会計年度(平成 16 年 4 月 1日～平成 17年 3月 31 日) 

該当事項はありません。 
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平成  18 年  3 月期   個別財務諸表の概要           平成 18年 5月 18 日 

上 場 会 社 名        株式会社テクノ菱和                              上場取引所 東京 
コ ー ド 番 号         １９６５                               本社所在都道府県 東京都 
（ＵＲＬ  http://www.techno-ryowa.co.jp ） 
代  表  者 役職名 代表取締役会長兼社長  氏名 林 昭八郎 
問合せ先責任者 役職名 常務取締役管理本部長  氏名 小杉 道夫   ＴＥＬ (03)5978－2541 
 
決算取締役会開催日  平成 18年 5 月 18 日           中間配当制度の有無            有 
配当金支払開始予定日           平成 18年 6 月 30 日          定時株主総会開催日           平成 18年 6月 29 日 
単元株制度採用の有無  有(１単元   100 株)  
 
１． 18 年 3月期の業績(平成 17年 4月 1日～平成 18年 3月 31 日) 
(1)経営成績                        単位未満の金額は切捨て表示しております。 
 売 上 高     営業利益 経常利益 
 百万円        ％  百万円       ％  百万円       ％  
18 年 3月期 
17 年 3月期 

51,054    △14.3 
59,568      14.9 

1,361   △22.4 
1,753  △12.7 

1,627  △11.2 
1,833  △15.3 

 
 

当期純利益 
1 株 当 た り 
当 期 純 利 益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

株 主 資 本 
当期純利益率 

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

 百万円    ％  円 銭 円 銭 ％  ％  ％  
18 年 3月期 
17 年 3月期 

821 △25.2 
1,098  14.9 

38.68 
51.87 

－  
－  

3.9  
5.6  

3.7  
4.2  

3.2  
3.1  

(注) ①期中平均株式数 18 年 3月期  20,807,831株             17 年 3月期  20,809,643 株 
    ②会計処理の方法の変更   無  
     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
(2)配当状況 

1株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 
配当金総額 
(年 間) 配当性向 株主資本 配 当 率     

  円 銭 円 銭  円 銭 百万円      ％  ％  
18 年 3月期 
17 年 3月期 

14.50  
14.00  

5.00  
5.00  

9.50  
9.00  

301      
291      

37.5  
27.0  

1.4  
1.4  

 
 
(3)財政状態 

 総 資 産      株 主 資 本      株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円      百万円      ％   円 銭   
18 年 3月期 
17 年 3月期 

45,209     
43,649     

21,644     
20,268     

47.9   
46.4   

1,039.44   
973.11   

(注) ①期末発行済株式数   18 年 3月期   20,807,090 株 17 年 3月期   20,808,591 株 
     ②期末自己株式数   18 年 3月期          732 株 17 年 3月期        4,709 株 
 
２．19年 3月期の業績予想(平成 18年 4月 1日～平成19年 3月 31 日) 

１株当たり年間配当金  
売 上 高     経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  
 百万円    百万円      百万円      円 銭 円 銭 円 銭 
中 間 期 
通   期 

21,000 
54,000 

  100 
1,720 

   50 
 900 

5.00  
－  

－  
9.50  

－  
14.50  

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)  43 円 25銭 

 

※上記の予想は現時点で入手可能な情報に基づき算出したものであり、実際の業績は今後さまざまな要因によって

異なる結果となる可能性があります。上記の予想に関連する事項については、添付資料の４頁「経営成績及び財政

状態 １.経営成績 (2)次期の見通し」をご参照ください。 



（13）－Ⅰ  比 較 貸 借 対 照 表
 (単位　百万円)

区　　　　分
( 資 産 の 部 ) ％ ％

7,173 10,412 △ 3,238
4,084 3,415 669
17,325 15,539 1,786
354 411 △ 57
3,539 2,531 1,007
81 － 81
335 262 72
167 116 51
287 225 62
△ 8 △ 63 55
33,340 73.7 32,849 75.3 490

2,593 2,574 18
311 320 △ 9
1,163 1,172 △ 8
1,832 1,857 △ 24
△ 2,671 △ 2,570 △ 100
3,229 3,353 △ 124

271 272 △ 1

6,858 5,229 1,628
443 443 －
466 421 44
644 736 △ 92
－ 353 △ 353
436 447 △ 10
△ 481 △ 459 △ 22
8,368 7,173 1,195
11,869 26.3 10,799 24.7 1,069

45,209 100.0 43,649 100.0 1,559

未 収 消 費 税 等

関 係 会 社 株 式

減 価 償 却 累 計 額

投資その他の資産

繰 延 税 金 資 産

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産 計

有 形 固 定 資 産
建 物 ･ 構 築 物
機 械 ･ 運 搬 具

土 地

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産　計

繰 延 税 金 資 産

投 資 有 価 証 券

破産債権､更生債権等

貸 倒 引 当 金

保 険 積 立 金

金 額

工 具 器 具 ･ 備 品

流 動 資 産 合 計

立 替 金
そ の 他

完 成 工 事 未 収 入 金

未 成 工 事 支 出 金 等
売 掛 金

金 額 構成比

比 較 増 減
(平成18年３月31日) (平成17年３月31日)

前 事 業 年 度

受 取 手 形

流 動 資 産
現 金 預 金

当 事 業 年 度

金 額 構成比
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 (単位　百万円)

区　　　　分
( 負　債 の 部 ) ％ ％

4,481 6,578 △ 2,097
14,191 12,182 2,009
319 375 △ 56
119 236 △ 117
373 286 86
－ 103 △ 103
1,244 1,086 158
185 227 △ 42
433 433 －
38 59 △ 21
94 － 94
486 542 △ 56
21,966 48.6 22,111 50.7 △ 144

190 59 131
77 328 △ 250
363 322 40
411 － 411
467 476 △ 9
89 84 4
1,599 3.5 1,270 2.9 328
23,565 52.1 23,381 53.6 183

( 資　本 の 部 )
2,746 6.1 2,746 6.3 －

2,498 2,498 －
2,498 5.5 2,498 5.7 －

490 490 －
11,846 11,046 800
1,561 1,838 △ 276
13,897 30.7 13,374 30.6 523
394 0.9 410 1.0 △ 16

その他有価証券評価差額金 2,107 4.7 1,240 2.8 867
△ 0 △ 0.0 △ 2 △ 0.0 1
21,644 47.9 20,268 46.4 1,376

45,209 100.0 43,649 100.0 1,559

流 動 負 債 合 計

預 り 金

再評価に係る繰延税金負債

利 益 剰 余 金

そ の 他

資 本 剰 余 金

固 定 負 債

固 定 負 債 合 計
負 債 合 計

資 本 金

未 払 法 人 税 等
未 払 消 費 税 等

賞 与 引 当 金
完成工事補償引当金

未 成 工 事 受 入 金

1年以内返済長期借入金

金 額

買 掛 金
工 事 未 払 金
支 払 手 形
流 動 負 債

金 額構成比 金 額 構成比

比 較 増 減
(平成18年３月31日) (平成17年３月31日)
当 事 業 年 度 前 事 業 年 度

土地再評価差額金

利 益 準 備 金

長 期 借 入 金

そ の 他

退 職 給 付 引 当 金
役員退職慰労引当金

工 事 損 失 引 当 金

繰 延 税 金 負 債

負 債 資 本 合 計

資 本 準 備 金
資 本 剰 余 金 合 計

任 意 積 立 金
当 期 未 処 分 利 益

資 本 合 計
自 己 株 式

利 益 剰 余 金 合 計
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（13）－Ⅱ  比 較 損 益 計 算 書
 (単位　百万円)

比　較　増  減

区　　　　分 金    額

△ 8,336
△ 177
△ 8,513

△ 7,818
△ 150
△ 7,968

売  上  総  利  益
6,268 6,786 △ 518
265 293 △ 27
6,534 7,079 △ 545

販売費及び一般管理費 5,172 5,326 △ 153
1,361 1,753 △ 392

0 1 △ 0
67 53 14
8 4 4
21 19 2
135 30 105
57 32 25
291 139 151

19 27 △ 7
5 32 △ 27
25 60 △ 35
1,627 1,833 △ 205

6 － 6
－ 6 △ 6
22 112 △ 89
29 118 △ 89

－ 26 △ 26
5 115 △ 110
25 － 25
－ 27 △ 27
7 － 7
3 4 △ 1
41 174 △ 132
1,615 1,778 △ 162
706 688 18
88 △ 8 96
821 1,098 △ 277
832 843 △ 11
15 － 15
104 104 △ 0
2 － 2
1,561 1,838 △ 276

法 人 税 等 調 整 額

保 険 積 立 金 取 崩 損

土地再評価差額金取崩額

自 己 株 式 消 却 額

税 引 前 当 期 純 利 益
法人税､住民税及び事業税

当 期 未 処 分 利 益

中 間 配 当 額

当 期 純 利 益
前 期 繰 越 利 益

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

固 定 資 産 売 却 益
投資有価証券売却益

特 別 損 失

減 損 損 失

会 員 権 等 評 価 損

0.1

1.4

投資有価証券評価損

0.2

3.2

3.2

0.1

0.6

投資有価証券売却益

0.2営 業 外 収 益 計
営 業 外 費 用

受 取 賃 貸 料
受 取 保 険 金
そ の 他

0.1
3.1
0.1

支 払 利 息

貸 倒 引 当 金 戻 入 益

特 別 利 益 計

経 常 利 益

そ の 他
営 業 外 費 用 計

特 別 利 益

1.6

0.2

0.3

2,085

金 額

57,483

前 事 業 年 度

( 自平成16年４月１日 )至平成17年３月31日
百分比

当 事 業 年 度
自平成17年４月１日(

44,520

100.0

)

百分比
至平成18年３月31日
金 額

1,907

％

59,568

％

1,792
52,488 88.1

100.0

11.9

50,69642,878

営 業 利 益 3.0
8.9

12.8

2.7
営 業 外 収 益
受 取 利 息

完 成 工 事 総 利 益
冷熱機器売上総利益
売 上 総 利 益 計

冷 熱 機 器 売 上 原 価

売 上 高
完 成 工 事 高
冷 熱 機 器 売 上 高
売 上 高 計
売 上 原 価
完 成 工 事 原 価

固定資産除却売却損

△0.0

特 別 損 失 計
3.0
1.2

1.8

49,146

受 取 配 当 金

売 上 原 価 計

51,054

1,641

10.1

87.2
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（13）－Ⅲ  比 較 利 益 処 分 案

 (単位　百万円)

区　　　　　分 金    額

△ 276

これを次のとおり処分いたします｡

10

 ( １株 に つ き ) ( 普通配当9円50銭 ) ( 普通配当9円00銭 )

16 19 △ 2

△ 246

△ 38

(注)１．当事業年度中の平成17年12月12日に、104百万円(１株につき5円00銭)の中間配当を

　　　　実施しております。

(注)２．株主配当金は、自己株式732株分を除いております。

187

1,8381,561

197

比 較 増 減

当 期 未 処 分 利 益

前 事 業 年 度

(
平成16年４月１日

)
平成17年３月31日

金　　額

当 事 業 年 度

(
平成17年４月１日

)
平成18年３月31日

金　　額

次 期 繰 越 利 益

株 主 配 当 金

任 意 積 立 金

別 途 積 立 金

取 締 役 賞 与 金

800

832

554

793

-25-



-26- 

［財務諸表作成の基本となる重要な事項］ 

 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

（１）有価証券 

（イ）子会社株式及び関連会社株式  移動平均法による原価法 

（ロ）その他有価証券  

時価のあるもの 期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は移動平均法により算定) 

時価のないもの 移動平均法による原価法 

（２）たな卸資産の評価基準及び評価方法 

未成工事支出金等 主として個別法による原価法 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産 

定率法。ただし、平成 10 年 4月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)については定額法。 

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 

（２）無形固定資産(自社利用のソフトウェア) 

社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法。 

 

３．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

（２）賞与引当金 

従業員に対する翌事業年度の賞与支給に備えるため、支給予定額のうち支給対象期間に基づく当事

業年度対応分を計上しております。 

（３）完成工事補償引当金 

完成工事に係るかし担保、アフターサービス等の費用支出に備えるため、過去の支出割合に基づく

必要額を計上しております。 

（４）工事損失引当金 

   受注工事に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末手持工事のうち損失の発生が見込まれ、か

つ、その金額を合理的に見積もることができる工事について、損失見込額を計上しております。 

（５）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による定額法に

より費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10 年）

による定額法によりそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしております。 
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（６）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えて、内規に基づく期末要支給額を計上しております。 

 

４．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

５．長期請負工事の収益計上処理 

長期大型工事（工期１年以上かつ請負金額５億円以上）については工事進行基準を、その他の工事に

ついては工事完成基準を適用しております。なお、工事進行基準による完成工事高は 924 百万円であ

ります。 

 

６．消費税等の会計処理 

消費税等に相当する額の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

７．会計処理の変更 

  当事業年度より「固定資産の減損に係る会計基準」(｢固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書｣(企業会計審議会 平成 14 年８月９日))及び｢固定資産の減損に係る会計基準の適用指針｣(企

業会計基準委員会 平成 15 年 10 月 31 日 企業会計基準適用指針第６号)を適用しております。これに

より税引前当期純利益が 25 百万円減少しております。 

なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表等規則に基づき該当する資産の金額から直接控

除しております。 

 

 

［貸借対照表関係］ 

                                              （ 当事業年度 ）       （ 前事業年度 ） 

１．担保に供している資産の内訳及びその対応する債務の内訳 

担保資産の内訳 

         建物・構築物                          －    33 百万円           

土         地        －  705 

対応する債務の内訳               －                － 

 このほか契約保証金等のために、下記の資産を差入れしております。 

         現金預金(定期預金)                    420                 400 

 

２．株式の状況 

      会社が発行する株式数     普通株式    79,994 千株            39,323 千株 

ただし、定款の定めにより、株式消却が行われた場合には、それに相当する株式数を減ずること

になっております。 

      発行済株式総数     普通株式     20,807         20,813 
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３．自己株式の保有数 

普  通  株  式                            0 千株                 4 千株 

 

４．事業用土地の再評価 

土地の再評価に関する法律（平成 10 年３月 31 日公布法律第 34号）に基づき、事業用の土地の再評価

を行い、再評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」と

して負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として資本の部に計上しており

ます。 

 再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令（平成 10 年３月 31 日公布政令第 119 号）第２

条４号に定める地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するため

に国税庁長官が定めて公表した方法により算定した価額に合理的な調整を行って

算出しております。 

 再評価を行った年月日       平成 14年３月 31 日 

 再評価を行った土地の当事業年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額 

            △155 百万円 

 

５．配当制限 

（１）商法施行規則第 124 条第３号に規定する資産に時価を付したことにより増加した純資産額は 2,107

百万円であります。 

（２）土地再評価差額金は、土地の再評価に関する法律第７条の２第 1 項により、配当に充当することが

制限されております。 

 

 

［損益計算書関係］ 

                                              （ 当事業年度 ）          （ 前事業年度 ） 

一般管理費に含まれる研究開発費             241 百万円                 243 百万円 

 

 



（14）事業種類別受注高、売上高、手持工事高

１．受　　注　　高
(単位　百万円、％)

区　　　　　分 金   額 金   額 金   額
空 調 設 備 産 業 設 備 工 事 28,449 54.2 27,175 50.4 1,274 4.7

工 事 事 業 一般ビル設備工事 22,139 42.2 24,696 45.8 △ 2,557 △ 10.4

1,907 3.6 2,085 3.8 △ 177 △ 8.5

52,497 100.0 53,956 100.0 △ 1,459 △ 2.7

官 公 庁 7,504 14.8 8,890 17.1 △ 1,386 △ 15.6

民 間 43,084 85.2 42,980 82.9 103 0.2

計 50,589 100.0 51,871 100.0 △ 1,282 △ 2.5

２．売　　上　　高
(単位　百万円、％)

区　　　　　分 金   額 金   額 金   額
空 調 設 備 産 業 設 備 工 事 27,171 53.2 29,835 50.1 △ 2,664 △ 8.9

工 事 事 業 一般ビル設備工事 21,974 43.1 27,647 46.4 △ 5,672 △ 20.5

1,907 3.7 2,085 3.5 △ 177 △ 8.5

51,054 100.0 59,568 100.0 △ 8,513 △ 14.3

官 公 庁 8,623 17.5 12,923 22.5 △ 4,300 △ 33.3

民 間 40,523 82.5 44,559 77.5 △ 4,036 △ 9.1

計 49,146 100.0 57,483 100.0 △ 8,336 △ 14.5

３．手 持 工 事 高 　 　　
(単位　百万円、％)

区　　　　　分 金   額 金   額 金   額
空 調 設 備 産 業 設 備 工 事 7,810 37.0 6,532 33.2 1,278 19.6

工 事 事 業 一般ビル設備工事 13,283 63.0 13,119 66.8 164 1.3

－ － － － － －
21,094 100.0 19,652 100.0 1,442 7.3

官 公 庁 5,185 24.6 6,304 32.1 △ 1,118 △ 17.7

民 間 15,909 75.4 13,347 67.9 2,561 19.2

計 21,094 100.0 19,652 100.0 1,442 7.3

至平成18年 3月31日
自平成16年 4月 1日

合　　　　　　　　計

空調設備
工事事業の
官民別内訳

冷 熱 機 器 販 売 事 業

( (

比 較 増 減

比 較 増 減

比 較 増 減

構成比 構成比 比　率

)
至平成17年 3月31日

自平成17年 4月 1日
)

合　　　　　　　　計

空調設備
工事事業の
官民別内訳

当 事 業 年 度 前 事 業 年 度

構成比 構成比 比　率

冷 熱 機 器 販 売 事 業

自平成17年 4月 1日
) (
自平成16年 4月 1日

比　率

冷 熱 機 器 販 売 事 業

)

合　　　　　　　　計

空調設備
工事事業の
官民別内訳

当 事 業 年 度 前 事 業 年 度

至平成18年 3月31日 至平成17年 3月31日
(

当 事 業 年 度 前 事 業 年 度
自平成16年 4月 1日

構成比 構成比

)
至平成17年 3月31日

(
自平成17年 4月 1日

) (
至平成18年 3月31日
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（15）リ ー ス 取 引 関 係 

 
ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。         

 
 

（16）有 価 証 券 関 係 
 
 子会社株式及び関連会社株式で、時価のあるものはありません。 
 
 

（17）税 効 果 会 計 
 
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

                                              （ 当事業年度 ）         （ 前事業年度 ） 

 繰延税金資産 

      貸倒引当金損金算入限度超過額                 102 百万円               106 百万円 

      賞与引当金否認                       175                173 

   工事損失引当金否認               38                       － 

      退職給付関係否認                             481               577 

役員退職慰労引当金否認                       147                      130 

減損損失否認                  10                       － 

      投資有価証券評価損否認                       149                      152 

会員権等評価損否認                            56                 53 

      保険積立金評価損否認                         103               121 

      そ  の  他                                    150               160 

        繰延税金資産  小 計                      1,415              1,475 

    評価性引当額                                  △ 52                    △ 11 

        繰延税金資産  合 計                       1,362              1,464 

    繰延税金負債 

      その他有価証券評価差額金                △ 1,434                   △ 840 

   そ の 他                          △ 4                    △ 8 

        繰延税金負債  合 計                    △ 1,439              △ 848 

    繰延税金負債の純額                            △ 76                      － 

  繰延税金資産の純額                 －                      616 
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異の原因となった主な項目別 

の内訳    

法定実効税率                                    40.5 ％                40.4 % 

（調整） 

交際費等永久に損金に算入されない項目             4.5                     4.9  

受取配当金等永久に益金に算入されない項目      △ 1.0                  △ 0.8  

住民税均等割等                                4.2                     3.8  

評価性引当額の増減                           2.6                  △ 8.5 

   そ  の  他                                 △ 1.6                  △ 1.6 

税効果会計適用後の法人税等の負担率             49.2                    38.2  



 

                         （18）役 員 の 異 動        
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１．代表者の異動 

該当事項はありません。 
 

２．その他役員の異動 

該当事項はありません。 

 


